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（3）アンケート調査   

本調査では、医療機器製造業者・卸業者の経営実態を把握するため、また、医療機器産  

業ビジ ョン、アクションプランに関する評価、今後の課題等を把握するために、アンケー  

ト調査を行った。  

第1童調査の概要   

1．調査の背景と目的   

今後ますます高度化する医療への要求に応え、国民の保健医療水準の向上に貢献してい  

くためには、最先端分野の医糖機器の研究開発を進め、臨床現場へ迅速に導入することが  

求められている。しかしながら、我が同の医療機器産業は、グローバルな競争の激化や不  

卜分な研究開発ぶ瀕、医療財政悪化の影響もあり、このままでは国際競争力がさらに弱ま  

る可能性が指摘されているlr  

ニうした背景のド、平成15年3月に、厚生労働省では「医療機器産業ビジョン」を策定・  

公表し、今後5年間を「イノベーション促進のための集中期間」と位置づけ、国の支援策  

をアクションプランとして提示した。現在、このアクションプランから3年あまりが経過  

したところであり、本調査では、現時点における産業ビジョンの中間的な総括を行うこと  

を目的に、医療機器メーカーの経営実態等を把握し、今後のあるべき方向性を検討する。  

【調査方法】  

日本医療機器産業連合会（医機連）加盟団体の主要な会員企業、在日米国商工会誌所、  

欧州ビジネス協会、社団法人日本臨床検査薬協会の主要な会員企業に、E－111ailで調査票を配  

付した。各団体名と会員数、調査依頼企業数は以下のとおりである。ただし、複数の団体  

に加盟している企業があることから、会員数、調査票配付数には重複がある。  

また、回収はE－mailにより行い、132件の回答があった。  

団体名   略称  会員数  調査依頼 企業数  回答数   

社団法人日本画億医療システムエ業会   m   162   4（；   

社団法人電子情報技術産業協会／医用電子機器手業委旦会  JErrA   40   4   

日本医用機器工業会   日医工   135   

日本医療器材工業会   医器エ   24l   ユ6   19   

日本医療機器販売業協会   医器販協  l，284   〕7   7   

社団法人日本ホームヘルス機韓協会   ホームヘルス   も0   40   

日本医用光学機器工業会   日医光   26   26   7   

社団法人日本歯科商工協会   歯科商エ  1，045   42   17   

社団法人日本分析機器工業会／医療機器委員会   分析工   42   42   

日本コンタクトレンズ協会   ］ン舛ト   ヱ9   ニう   7   

日本理学療法機器工業会   日理機工   75   3l   

日本眼科医療機器協会   眼医器協   99   ヱヱ   12   

日本在宅医療福祉協会   日在協   46   ユ1   ニ   
有限責任中間法人日本補聴器工業会   日補工   14   4   

商工組合 東京医療機器協会   東医協   415   25   2   

有限責任中間法人日本補聴器販売店協会   JHDA   955   0   0   

社団法人日本衛生材料工業連合会   日衛連   141   4   

日本コンドーム工業会   ］ント◆一ム   8   8   0   

日本娘内レンズ協会   眼内レンスー   9   14   2   

日本医療用縫合糸協会   日縫協   22   22   0   

医 機 連 計  4．865   53l   126   

在日米国商工会議所／医療機器tIⅥ）小委員会   ACCJ   70   70   

欧州ビジネス協会／医療機器委員会   EBC   20   20   10   

社団法人日本臨床検査薬協会   臨薬協   119   ユさ   
3 圧】体 計  209   34   

計  5、074  （i44   1う2   

2．調査の内容と方法   

（1）文献調査   

本調査では、医塘機器産業に影響を与える経済的・社会的要因や、医療機器産業の市場  

軌向等を把捉するために、文献調査を行った。  

【主な調査項目】   

・人甘動態・医疲史等の推移  

t医転機器市場の規模・推移   

・製造業者・販売業者の経営動「こり   

・医煉機器産業ビジョン、アクションプランの概要 ／等   

（2）インタビュー調査   

本調査では、医療機器産業の市場動向や、アクションプランに関する評価、今後の課題  

等を把握するために、製造業者・卸業者計5杜を対象にインタビュー調査をした。  

【主な調査境目】   

・最近の経営状況について   

・今後の意向  

■今後の経営上町課題について   

・医嬢機器産業ビジョンに対する評価 ／等  
注）有限責任中間法人日本補聴器工業会の会員数は賛助会員を含む∩ 日本眼内レンズ協会の会員数は準   

会員を含む。また、有限責任中間法人日本補聴器販売店協会は、販売店の団体のため、本調査への協   

力を依頼しなかった。   



【主な調査項目】  

・会社の概要  

・医療機器産業ビジョン公表後の経営環境の変化  

・医療機器産業ビジョン、アクションプランの評価、今後の課題  

・新しいビジョンの作成に向けて、国が行うべき施策、国に期待する点 ／等  

第2章医療機器を取り巻く状況   

1．社会環境等の状況   

（1）人口構造の変化   

わが国は平均寿命の伸長と出生率の低下により、急速に少子高齢化が進展している。  

2002（平成17）年の高齢化率は20．2％であり、高齢社会に既に突入している。国立社会  

保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」（中位推計）によれ  

ば、この高齢化の基調は今後も続き、2023（平成35）年には高齢化率は30．0％となり、2050  

（平成62）年には39．6％となることが予測されている。また、高齢者数でみると、2002（平  

成17）年の高齢者数は2，576万人であるが、2012（平成24）年には3，000万人を超え、2042  

（平成54）年に3，863万人をピークに次第に減少していく。2043（平成55）年以降、高齢  

者数は減少するものの総人口も減少するので、高齢化率は引き続き上昇することが予測さ  

れている。  

国表2－1わが国の高齢化の将来予測  
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・高齢化率は全人口に占める65歳以上人口の割合．   

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成柑年12月推計）】より作成   



こ〃〕ような高齢者層の増加に伴い、生活習慣病及びこれに起因する痴呆、寝たきり等要  

介護状態となる屈も増加している。一方で、生産人口の減少により、このような高齢者等  

を看護・介言射‾る人材は不足することが予想されている。  

二うした状況を背景に、疾病を抱える高齢者の自立を支援するようなQOLの向上につな  

がる医療に対して期待が高まっている。  

わが国の高齢化の速度と水準は、諸外国の中でも群を抜いている。欧米諸国や韓国、中  

国等のアジア詣回でも高齢化が進んでおり、わが国の高齢社会への対応策等についての関  

心は高いt，このようなことを踏まえても、高齢者のqOLの向上につながる医療技術の開発  

は有望であると思われる。  

図表2－2 諸外国の高齢化率の推移  

（2）疾病構造の変化   

生活スタイルの変化と医療技術の進歩により、死因及び疾柄構造は大きく変化している。  

結核などの感染症が減少し、悪性新生物や心疾患、糖尿病等の生活習慣病が増加している。  

囲表2－3 死因別死亡率の推移  
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（資料）厚生労働省統計情報部「人口動態統計」（各年）より作成  

（年）  

－   －－ －－、  

（注）ユ0し）5年以降は中位推計を使肛   

（資料）UN－‘Worldl〕olつuhtlOllProspec15：－111亡2OO4RevISlOll”より作成  

悪性新生物、心疾患、脳血管疾患という、いわゆる三大疾患が死因の約6割を占めてい  

る。これら疾患の治療及び早期診断を実現する高度な医療技術の導入が求められている。  

図表2－4 死因別死亡割合（2003年）  

悪性新生物．30．5  
ヽ  

糖尿病．1▲3％  脳血管疾患．13．0  
ヽ  

（資料）厚生労働省統計情粗釦「人口動態統計」（平成15年）より作成   



悪性新生物は、40歳以上で死因第1位となり、その死亡率も年齢階級とともに上昇して  

いるロ心疾患、脳血管疾患についても同様のことがいえる。  
悪性新生物の中でも、肺や大腸、肝、女性の乳房の死亡率が急速に増加している。  

図表2－6 悪性新生物の部位別死亡率  

1955年  1965年  1975年  1985年  1995年  2000年  2005年   
死亡率 男性（人口10万対）   

悪性新生物 死亡率   94．0  122．1  140．6   187．4   262．0  2913   3191   

食道   4．8   5．9   7．1   8・5 11．9   14．2 15．4   

胃   52．2   59．4   55．6   51．1   52．6   53．3   53．0   

肝及び肝内月旦管   11．1   10．4   12．2   23．3   37．4   38．4   37．7   

胆のフ及びその他の胆道  2．1   3．5   6．7   102   112   127   

膵   1．4   3．6   5．8   10．1   14．7   16．9   19．9   

気管，気管支及び肺   4．3   11．2   19．6   35．3   54．8   63．5   73，3   

別立腹   0．6   1．4   2．3   4．5   89   1り2   150   

大腸   4．7   6．8   10．6   17．1   28．4  32こi  359   

死亡率女性（人口10万対）   

悪性新生物 死亡率   80．4   95．2  105．2  125．9  1631  1814   り003   

食道   1．9   2．2   2．0   1．9   2．2   24   り7   

胃   31．7   35．5   34．4   30．6   285   り78   り74   

肝及び肝内月旦管   8．1   7．0   6，5   8．5   14．1   16．2   17．1   

胆のフ及びその他の月旦道  2．1   4．6   9．0   11．9   128   135   

膵   1．1   2．6   4．4   7．3   11．1   13．6   16．5   

気管．気管支及び肺   1．8   4．6   7，2   12．7   19．5   229   つ61   

乳房   3．5   3．9   5．8   8．0   12．2   143   166   

子宮   16．0   13．4   10．7   8．0   7．7   81   83   

卵巣   1．0   1．7   2，7   4．4   6．1   62   69   

大腸   4．8   6．7   10．0   14．6   22．0   25．1   289   

（注）大腸の悪性新生物は、結腸と直腸S状結腸移行純および直腸を示す。ただし、1965年までは直  

図表2－5 年齢別死薗順位（2004年、人口10万人対）  

第1位  第2位  
死亡率   

第3位   

死因  死因   死亡率   死因   死亡恵   
総数   悪性新生物  253．9  心疾患   1265】 脳血管疾患  1023   

0   先天性奇形等  106．7  呼吸障害等   〕7．9  乳幼児突然死   19〕   

l～4   不∫  の事故   6－1  先天奇形等   4．5  悪性新生物   24   
5～り   不点  の事故   ヨ．5  悪性新生物  18   その他の新生物   07   

10一－・14  イニカ  の事故   ユ．5  悪性新生物   2．0   自殺   0．8   

15・・－19  不慮の事故  106   自殺   7．5  悪性新生物   32   

20～24   計殺  17－5  不慮の事故   11．7  悪性新生物  33   

25～29   自殺  ユU．U  不慮の事故   9．3  悪性新生物   57   

30～封   自殺  ユ1．3  悪性新生物   10l  不慮の事故   93   

35一）59   自殺   23．3  悪性新生物   210  不慮の事故  99   
4U～小Ⅰ  悪性新生物  36－5   自殺   ユ8．4   心疾患   153   

45、一4り  悪性  新生物   73．9   自殺   32．4   心疾患   25．l   

50～54  悪性新生物  145．4  心疾患   〕9．2   自殺   368   
55～5リ  悪性新生物  2ユヨ．5  心疾患   56．0  脳血管疾飽   435   

6U～64  悪性新生物  342．0  心疾患   8S8  脳血管疾南   630   

65へ′69  悪性新生物  526．8   心疾患   1422  脳血管疾串   1078   

70・一－74  悪性新生物  7ワ4，7  心疾患   24Z．4  脳血管疾患   1939   

75～79  悪性新生物   1，099．6  心疾患   438S  脳血管疾組   3712   

臥】～84  感性新生物   l、395．7  心疾患   83B．7  脳血管疾患   7173   

85～S9  悪十生新生物   1、852．4  心疾患   16792  脳血管疾煎  14466   
90歳以上   心疾患  3、298．1   肺炎   2、82ユ．6  脳血管疾患  25934   

（注）先天奇形嘗∴先天奇形、変形および染色体異常0心疾患；高血圧性心疾患を除く。呼吸障害等；  

周鷹糊に特異的な呼吸障害および心血管障乱  

（原典）悍生労側省統計情報部「人口劫値統汁】  

腰料）国立社会保咤巨人口問題研究所l日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」より作成．  

腸肛門都を含む。子宮については、1995年以前は胎盤を含む。前立腺は男性人口10万人対、卵  

巣、子宮は女性人口10万人対の率である。  

（原典）厚生労働省統計情報部「人口動態統計」  

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」より作成．   



疾患別の受療率の動「占］としては、消化器系疾患が減少傾向にあるのに対し、循環器系疾  

患、悪性新生物において増加傾向が見られる。  

図表2－7 主な疾患別にみた受療率（人口10万対）の年次推移（入院）  

主な疾患における平均在院日数の推移を見ると、特に循環器系疾患の平均在院日数が急  

速に短縮していることがわかる。  

図表2－9 主な疾患別の平均在院日数の推移  

／l：コヽ         ＼＝ノ  
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■                 ■ ■  ‾ ‾  

‾←儲系のト        ト  

÷循環系の  
疾患   

－‥※一呼吸系の  

疾患   

≠新生物   

－－■－－一新生物  †  循環系の疾患  
－・×一神経系及び感覚器の疾患  ≠消化系の疾患  
一▲一筋骨格系及び結合組織の疾患  一●－・呼吸系の疾患  1987年1990年1993年1996年1999年 2002年 2005年  

（資料）厚生労働省「患者調査」（各年）より作成．  

＝■‥皮膚及び皮下組織の疾患  ・－▲・・泌尿生殖器系の疾患   

（資料）厚生ち封動省 Ⅷ、音調掛（各年）より作成．  

図表2－8 主な疾患別にみた受療率（人口10万対）の年次推移（外来）  
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■                         、  
】ニニ芸芸望及び感 

覚器の疾患   
≒ －ト鍋格系及び結合組織の疾患  

L＿ ・・▲＝・泌尿生殖器系の疾患  

（専科）厚生労仙省l心音調査（各il三）．上り作瓜  

†  循環系の疾患  
≠消化系の疾患  
－－－一呼吸系の疾患  

－・■・・皮膚及び皮下組織の疾患  
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2．経済環境等の状況   

（1）総医療費の規模   

わが国の総医療動ま、2003年現在、3，438億ドルである。これは、アメリカの5分の1の  

規模である。  

図表2－10 総医療費の国際比較（2003年）  

（2）国民医療費の推移   

国民医療費の対前年度伸び率は1995年から1999年の5か年は平均3％前後で推移してお  

り、国民所得の伸び率を上回る割合で増加している。しかし、2000年にはマイナスとなり、  

国民所得の伸びを下回る結果となった。これは、2000年に介護保険制度が導入された結果、  

国民医療費の一部が介護保険に移行したことも大きな要因となっている。2002年、2003年  

には、国民医療費と国民所得の伸び率がほぼ一致している。  

Mi川0nUS‡  
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1．000，000   

800．000  
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0  

図表2－12 国民医療費等の対前年度伸び率  
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－2  

1▲  

－6   

アメリカ 日本 ドイツ フランス イギリス イタリア カナダ   

（資料）OECI）10ECD Healtl－L）ata2006Jより作成  
（資料）厚生労働省「平成18年版厚生労働白蕃」より作成  

国民医療費は年々増加し、2004年には32．1兆円となっている。  

図表2－13 国民医療費の推移  

兆円  

l人当たり総医療費でみると、わが国が2，694ドルであるのに対し、アメリカが5，711ド  

ルとなっている。このことから、わが国の医療費はアメリカの2分の1程度であることが  

わかる。ドイツが3，205ドル、フランスが3、096ドルであり、わが国よりも高い。わが国の  

1人当たり総医療要は、OECD加入国30か国中14位の水準である。  
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図表2－111人当たり総医療費の国際比較（2003年）  

US‡  
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0  85年93年94年95年96年97年98年99年00年01年02年03年0峰  
アメリカ ドイツ フランス 日本  カナダ イギリス イタリア   

（資料）nECl〕「耽Cl）l【ealt】11）ataコ006より作成  

■■■国民医療費（兆円）・・「■・・・  

（資料）厚生労働省「国民医療費」より作成  
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（4）医療制度構造改革の概要   

「医療制度改革大綱」では、改革の基本的な考え方として、「1．安心・信蛸の医療の確  

保と予防の重視」「2．医療費適正化の総合的な推進」「3．超高齢社会を展望した新たな  

医療保険制度体系の実現」という3つの柱が示された。   

これによると、生活習慣病の予防に重点化を図ること、医療機関の機能分化と連携をよ  

り一層進めること、医帥イ、足問題への対応を進めること、医療水準の格差を解消うるため、  

遠隔医療を推進すること等が挙げられている。  

（3）医療費の伸びに関する言義論   

このように、わが国の1人当たり総医療掛ま、諸外国と比較して必ずしも高い水準とは  

いえないものの、国民医療畳の増加や少子高齢化に伴う国民負担率の増加、国家財政の逼  

迫等を背景に、医療畳の伸び率に関する議論が生じた。   

平成17年10月4日に、経済財政諮問会議が「医療制度改革について」を公表し、この  

中で、経済規模に対応した「何らかの管理目標」が必要であると提言を行った。   

一方、厚生労働省では、同年10月1ウ日に「医療制度構造改革試案」を公表し、「経済指  

標の動向に留意しつつ、予防を塵祝し、医療サービスそのものの質の向上と効率化を図る  

こと等を基本とし、医療費適正化を実現し、医療費を国民が負担可能な範深に抑える」こ  

ととした。   

この経済財政諮問会議の提言と悍生労働省試案を受け、同年12月1日に、政府t与党医  

療改韓協議会が「医療制度改革大綱」を公表した。この中では、「医療給付費の伸びと国民  

の負担との均衡の確保」が盛り込まれた。ここでは、あくまでも、対象を公的財源である  

「医療給付費」に限定したことが着目される。また、医療給付費の実績が目安となる指標  

を超過した場合であっても、－一律、機械的、事後的（遡及的）な調整を行わないことが明  

記された。しかしながら、今後は保険給付部分の管理のための諸施策が実行されることが  

見込まれる。  

図表2－14 医療制度改革大綱の「改革の基本的な考え方」  

1．安心・信頼の医療の確保と予防の重視   

国民の医療に対する安心・信頼を確保し、質の高い医療サービスが適切に提供される医療提供  

体制を確立する。   
また、健康と長寿は国民誰しもの願し＼であり、今後は、治療重点の医療から、疾病の予防を重  

視した保健医療体系へと転換を囲っていく。   
特に、生活習慣病の予防は、国民の健康の確保の上で重要であるのみならず、治療に要する医  

療費の減少にも資することになる。   

2．鰍蘭合的な推進   
急速な少子高齢化の進展の中で、国民の安心の基盤である皆保険制度を維持し、将来にわたり  

持続可能なものとするため、医療費について過度の増大を招かないよう、経済財放と均衡がとれ  

たものとしていく必要がある。   
このため、医療給付費の伸びについて、その実績を検証する際の目安となる指標を策定するな  

ど、国民が負担可能な範囲とする仕組みを導入する。   
医療費の伸びが喜果題とならないよう、糖尿病等の患者・予備群の減少、平均在院日数の短縮を  

図るなど、計画的な医療費の適正化対策を推進する。   
医療費の無駄を常に点検するとともに、国民的な合意を得て、公的給付の内容・範囲の見直し  

等を行う。   

3．超高歯卿制度体系の実現   
医療費の負担について国民の理解と納得を得ていく必要がある、老人医療費を中心に国民医療  

費が増大する中、現行の制度では、現役世代と高齢者世代の負担の不公平が指摘されている。こ  

のため、新たな高齢者医療制度を創設し、高齢者世代と現役世代の負担を明確化し、公平でわか  

りやすい制度とする。   
市町村が運営する国民健康保険は財政基盤が脆弱であり、また、健康保険組合の中には、小規  

模で財政が窮迫している保険者もある。他方、政府管掌健康保険は、全国一本の保険者であり、  
地土或の実情が保険運営に十分に反映されていないという課題がある。このため、都道府県単位を  
軸とする保険者の再編・統合を進め、保険財政の基盤の安定をはかり、医療保険制度の一元化を  
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（5）病院の経営状況の変化   

一般病院は、1990年の乳022施設をピークに減少し続けており、2005年現在7，952施設  

となっている。一方、無床の一般診療所は増加し続けており、2005年現在、97．442施設と  

なっている。また、歯科診療所も増加し続けている。  

国表2－16 医療施設数の推移  

図表2－15 医療制度改革関連法案の概要  

医療制度改革法の概要  

医療制度改革大綱の基本的な考え方  

【良質な区瘡を揉供する体制の確立を図るための医  
療法等の一部を改正する法律案】  
①都道府県を通じた医療釧に関する情報の公表制度の  
創設など什相接供の推進  
②医療計画制度の見直し（がんや小児救急等の医療連携  
体制の横渡、数値巨棚の設定等）専  

③地域や診療科による医師不足問題への対応（都道府県  
医療対策協縫合の制度化等）  

④医療安全の確保（医療費全支援センターの制度化等）  

⑤医療従事者の資質の向上（行政処分緩の再教育の事務  
化等）  

⑥医療法人制度改革 等  

1．安心・1喜扱を医療の確保と予防重量視  

（1）患者の視点に立った、安全・安心で質の高い医療が受けら  
れる体制の構築  
・医療用報の提供による適切な選択の支援  
・医療機能の分化・連携の推進による切れ目のない医療の提供   
（医療計画の見直し）  

・在宅医療の充実による患者の生活の質（QOL）の向上  

84年  8丁年  90年  93年  g6年  99年  02年  04年  05年   
病院   9．574  9，841  10，096  9．844  9，490  9，286  9十t8丁  9．D77  9，026   

精神科病院  1，015  1，044  1．049  1．059  1，057  1．060  1．0（；9  1，076  1，073   

伝染病院   12   13   10   7   5  

結核療養所   31   19   15   7   4   2   2   

一般病院   8．516  札765  9．022  8，767  8．421  凱222  8．＝6  7．999  7．952   

一般診療所  78，332  79．134  80，852  84，128  87，909  91．5（抑  94，819  97，051  97．442   

有床   26，459  24，975  23．589  2乙383  20，452  1軋487  16．178  14，765  13，477   

無床   51．873  54．159  57．263  引，745  67．457  73．013  78，641  82，286  83，965   

歯科診療所  43，926  48．300  5乙216  55．906  59．357  62．4も4  65，073  66，557  66，732   

有床   65   57   51   49   47   47   59   54   49   

無床   43，861  48，243  52．185  55．857  59，310  62．437  65．014  66．503  66．683   

・医師の偏在によるへき地や小児科等の医師不足間顆への対応等  
（2）生活習仮病対策の推進体制の構梁  

・「メタポリッウシンドローム」の微念を導入し、r予防」の重要性に対す  

る理解の促進を回る国民運動の展開  
・保扱者の役割の明確化、被保険者・被扶養者に対する健診・  
指導を義務づけ  
・健康増進言十画の内容を充実し．運動、食生活、喫煙等に関する目  
標設定 等  
2．〉医療費適正化の絶食的な推進  

【健康保険法等の一部を改正する法律案】  
①医療貴通正化の総合的な推進  
・医療費適正化計画の策定、保険者に対する一定の予防健  
診のも務づけ  
・保険給付の内容、範囲の見直し等  

・介拝療養型医療施設の廃止  
（已新たな高齢者医療制度の創設（後期高齢者医療制度の  
創設、前組高齢者の医療費にかかる財政調整）  

③都道府県単位の保険者の再編・統合（国保の財政基盤  
強化、政管健保の公法人化）  

（1）中長期対策として、医療資適正化計画（5年計画）において、   

政策目標を掲げ、医療費を抑制（生活習慣病の予防撒底、   
平均在院日数の短縮）  

（2）公的保険給付の内容・範囲の見直し等（短期的対策）  

（注）10月1日現在   

（資料）厚生労働省F医療施設調査（平成17年）」より作成   

鼠▲超高齢社会ゑ最菜した飯たな医農慮腰創度＿紘系の実現  

（1）新たな高齢者医療制度の創設  

（2）都道府県単世の保険者の再編・統合  病院の経営状況について厚生労働省「病院経営収支調査年報」をみると、公的病院の4  

分の3が赤字となっている。  

図表2－1了 赤字病院の割合  （資料）厚生労働省「国民医媒貨lより作成  

赤字の病院  黒字の病院  
70．1  75．1  80．1  85．1  90．1  95．1   100．1  105．1  110．1   

小計        小計  

70．0  75．0  80．0  85．0  90．0  95．0  100．0  105．0  110．0   

病院数 1．402  125  67  71  127  166  220  286  1．062  260  63  17  340   

割合  
（＼）   

8．9  4，8  5．1  9．1  11．8  15．7  20．4  75．7  18．5  4．5  1．2  24．3   

（注）・医業支出に対する医業収入の割合。100％以上であれば黒字だが、100％未満は赤字となる。  

・医業収支率には、病院に対する一般会計からの繰入れや各種の補助金、支払利息や受取利息は含ま  

れていない。  

・自治体病院1，000施設、その他公的病院ユ85施設、社会保険病院I17施設。   

（資料）厚生労働省一病院経営収支調査年報（平成15年度）」より作成  
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次に「医療経済実態調査」をみると、国公立を除く－一般病院では、平成15年6月に比べ  

て、平成17年6月は医業収入が10，9％増加したものの、医業費用も10．6％増加したため、  

医業収支差額は大きくは変わらない。特に建物減価償却費が大きく増加している。   

同様に、国公立病院についてみると、医業収入、医業費用ともに平成15年6月よりも13％  

以上増加しているため、医業収支差額が赤字となっている。   

病院の経営状況が依然として厳しい。  

過去5か特における医業収支率をみると、平成11年度から平成13年度までは93％から  

射％までとヤヤ改善したが、平成14年度には9ユ％台まで悪化した。  

図表2－18過去5か年における医業収支率  

ー00・0「  

98．0   

96．0   

94．0   

92．0   

90．0  

図表2－19 病院種別にみた病院経営の概況  

一 （†娩舘当たり収支）  

（参考）国公立を除く  （参考）国公立  

金槌  構成比辛   金報の  金署員  楕成比率   金額の  
伸び率          伸び率   15年6月  17年6月  15年8月  1丁年6月   15年8月  17年8月   15年6月  17年6月   

千円  
Ⅰ医業収入  183．262   

1．入院収入   ＝7，5ロ之  13乙885  64．1  85．4  13．1  294．552      71．4  
2，特別の療養環境収入  8   

3．外来収入   5丁．116   

4．その他の医業収入   5．59】  6．227  3．1  3，1  11．4  6，688     1．6  2．0  37．4   

Ⅱ医業費用   182，157  201．490  g9．4  99．†  10．6  ヰ41，382      108．9  106．a  13．3   

1．袷与責   93．376  10乙944  51．0  5【I．7  10．2  230．P6t；  2    55．7  53．6  9．0   
2 医薬品賛   28．670  30．2利】  15．6  14．9  5．5  7之．999     17．7  16．5  5．8   
3．給食用材料費   1．897  1．969  1．0  l．0  3．8  4．760     l．2  0．8  （、21．2）   
4 診療材料費・医療消耗器具備品費  16．55l  18，481  9．0  9．1  11．丁  42，316     10．3  11．l  22▼5   
5経費   之0．464  22．531  11ヱ  11．1  10．1  34，105     8．3  9．3  2る．1   
6．委托文   11－119  12，691  6．1  6＿ヱ  14．l  27．565     6．7  7．2  21．5   
7．減価償却費   8．425  10．739  4．6  5＿3  27．5  27．818     6．7  7．5  Z6▼2   

（再掲）建物減価償却費   3．5g6  4．903  2．0  2．4  36．3  1Z，262     3．0  3．3  26．6   
（再掲）医療機器減価償却費   2，672  3．柑8  1．5  1，6  19．7  12．853     3．1  3．2  15．2   

8．その他の医業費用   l．656  1．895  0．9  0．9  14．4  1．752     0．4  0．9  128．8   

Ⅲ医業収支差輔（Ⅰ－Ⅱ）   1．104  1．728  0．6  0．9  5（；．5  －28．581   1．TO2  1flql  （6．Al  ＝0．9）   

Ⅳその他の医業関連収入   4．650  5．615  2．5  2．8  20．8  43．50⊆l  4乳505   10．5  10，6  13．8   
Ⅴその他の医業関連費用   4．292  4．694  2．3  2，3  9．4  15，764  20．140   3．8  4．3  27．8   

Ⅵ奴収支差蘭（皿＋Ⅳ－Ⅴ）   1．463  2．649  0．8  1．3  81＿1  －836  －2．33丁   tn．フ）  10．5）  し179．5）   
施設勤   311  459  116  142  

平均病床数   148  180  334  343  

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度  

（止）・医業支出に対する医業収入ノ｝糾合nlUO％以上であれば黒字だが、100％未満は赤字となる。  

・医業収支封こは、病院に対する一般会計からの繰入れや各種の補助金、支払利息や受取利息は含去  

れていない。   

（資料）厚生労イ仙肯】病院應富収支調査年取 より作成  

（注）「国公立」とは、厚生労働省、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康福祉機構、そ〝）   

他国の機関が開設する病院の「匡L立」と、都道府県立、市町村立病院の「公立」の総称である。   

（資料）厚生労働省「医療経済実態調査（平成17年6月）」より作成  
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1人当たり医療機器支出額をみると、米国が37．4干円、ドイツがココ．6千円、フランスが  

ユ2．9千円、日本がユ0．3千円、スペインが17．8千円、イタリアが16．9千円、イギリスが15．5  

千円である。  

図表3－21人当たり医僚機器支出額（2005年）  

干円  

第3章国内外の医療機器産業の現状   

1、国内外の医療機器市場規模   

（1）世界の市場規模   

EuconlCdの推計によると、2005年の世界の医療機器の市場規模はZ5．9兆円となっている。  

このうち、米国が11兆円と最大であり、世界市場の4割を占めている。ドイツが2．7兆円  

で二番目に大きい。わが同はドイツに次いで三番日に大きい市場であるが、世界市場の10  

分の1の規模であり、米国の4分の1以下の規模となっている。．  

年間成長率は米国が45％1、EUは5～6％2となっている。  

米  ド  フ  ロ  
国  イ  ラ  本  

ツ  ン  
ス  

ス  イ  イ  
ベ  タ  ギ  
イ  リ  リ  
ン  ア  ス  

図表3－1医療機器の市場規模（2005年）  
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（注トMedlC山恥血10logyの市場規模であり、車椅子や補聴器等も含まれる。  

・lユーロ＝133．4ユ円（2005年年間平均TrS，三菱東京UアJ銀行）で換算。   

（資料）Eecomed“NedicalTechnology Brief’’（2007．5）等より作成  
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（注）・MedlCal’昆clu10logyの「庁場規模であり、この中には車椅子や補聴器等も含吏れる。  

・lユーロ＿13842円（2005年年間平均TTS，三菱東京U下J銀行）で換鼠   

（資料）EucoTned“Medic針1Technology Bl－1ef”（2007．5）より作成  

1米国の年間成長率は1997年から20O2年の6年間の年間平均成長率（AdvaMed）・  

2EUの2005年の対前年増加率（EucDmed）．  
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わが国の医療機器の市場規模について、製品大分類別に見ると、市場規模が大きいのは、  

「生体機能補助・代行機器」（4，485億円、全市場の21．3％）、「処置用機器」（4，485億円、  

同19．7％）、「画像診断システム」（3，012億円、同14．3％）、「眼科用品及び関連製品」（2．047  

億円、同9．7％）である。  

平成13年から平成17年までの年平均成長率が最も高いのは「眼科用品および阻連製品」  

であり、5年間の平均成長率は7．2％である。次いで、「生体現象計測・監視システム」（＝％）、  

「画像診断システム」（4．7％）、「処置用機器」（4．2％）である。  

図表3－5 わが国の医療機器市場規模一大分類別  

（2）わが国の市場規模   

わが同の市場規模は、ヱ005（平成17）牛現在、2兆1．105億円である。  

ニFつが国の市場をみると、1りりG（平成8）年から2005（平成17）年までの10年間は、年平  

均成長率2．5％で成長してきた。1ウ96（平成8）年には1兆8，662億円であった市場が、2005  

・＿．†、1ハ ′「一RE】I．．．⊥′ナ1′±｛／1J▼－」÷ f三1 （平成i7）軍には三光りG5億円と成長している。しかし、、＿しノ⊥U十」R」lよ上く人Lロソ」肌Ⅸし  

てきたわけではなく、1ウ9S（平成10）牛までの比較的順調な前期と1999（平成11年）以降  

の低迷状態の後期とに之区分される。   

1り95（平成7）牛からけ9S（平成10）年までは順調に市場規模は拡大し、1998（平成10）  

特には2兆286億円と2兆円を超えた。その後、1999（平成11）年には前年対比マイナス  

35サムとマイナス成長に転じ、ユ003（平成15）年までは市場規模が2兆円を超えることなく  

棚這い状態であった。ユ004（平成1G）年に対前年比5．0％増加し、6年ぶりに2兆円を超え、  

2（〕り5（平成17）隼には過去最高の市場規模となった。  

図表3－3 わが国の医療機器の市場規模と対前年伸び率の推移  

億円  

（注）市場規模は平成17年の数値。  

（出典）厚生労働省憮事工業生産動態統計牛乳（各年）より作成  

（出典）厚生甘働省 r薬事工業生産動態統計年軋（各年）より作成   

次に、GDPに対する医療機器の市場規模の割合をみると、1995（平成7）年が0・34％で  

あったのに対し、平成10年には0．41％にまで増加した。しかし、この年を除くと、ほぼ0．38％  

～03ワ％程度を維持している。  

図表3－4 わが国の医療機器市場規模の対GDP割合の推移  

「H7  H8  H9  HlO  Hll  H12  H13  H14  H15  H16  H17   

0．34予も  0．38％  0．39チも  0．41％  0．40％  0．38ウも  0．39％  0．39％  0．38％  0．39％  0．39％   
し出町厚生労仙宵闇事工業生産動態蘭計年鮎（各年）、内院府国民経済計算等より作成  
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「薬事工業生産動態統計調査」の中分類に基づき、市場規模の多い医療機器上位30位ま  

でを示したものが次の図表である。これによると、市場規模が最も大きいのは、人工関節  

や心臓ペースメーカ等を含む「生体内移植器具」でユ、6ユ3億円となっており、医療機器市場  

の12，4％を占めている。  

次いで、「チューブ及びカテーテル」（1、876億円、8．9％）、rコンタクトレンズj（1，545億  

円、7．3％）、「血液体外循環機器」（り8＄億円、5．6％）、「採血・輸血用、輸液用器具及び医  

薬品注入器」（916億円、4，3％）が続いており、これら上位5位までの製品が医療機器市場  

の4割を占めている。  

図表3－7 国内市場内訳（中分類）  

図表3－6 薬事工業生産動態統計年弓削こおける分類とその内容  

大 分 類  内  容   

医用X線CT装置、超音波画像診断装置、磁気共鳴画像診断装置等  

フイルム、診断用X観閲連装置、撮影用具等  

医用内視鏡、心電計、電子体温計、患者監視装置等  

臨床化学検査機器、血液検査機器等  

チューブ及びカテーテル、注射器具及び穿刺器具等  

滅菌器及び消毒器、手術台、医療用吸引器等  

人工関節、心臓ペースメーカ、人工呼吸器等  

レーザ手術装置、治療用粒子加速装置等  

歯科診察室用機器、矯正用機材等  

歯科阻金属、歯冠材料等  

整形外科手術用器械器具、相子等  

コンタクトレンズ、眼鏡レンズ等  

ガーゼ、手術用手袋等  

家庭用マッサージ器、家庭用電気治療器等  

画像診断システム   

画像診断用X線関連装置及び用具   

生体現象計測・監視システム   

医用検体検査機器  

＊ 処置用機器   

施設用機器  

＊ 生体機能補助・代行機器  

＊ 治療用又は手術用機器  

歯科用機器   

歯科材料  

＊ 鋼製器具  

＊ 眼科用品及び関連製品   

衛生材料及び衛生用晶  

＊ 家庭用医療機器  

順位   分類   
市場規模  

（億円）   

口  生体内移植器具   2．623   12，4％   

2  チューブ及びカテーテル   1．876   8．9ヽ   

3  コンタクトレンズ   1．545   7．3％   

4  血液体外循環機器   l．188   5．6ち   

5  採血・輸血用、輸液用器具及び医薬品注入器   916   ヰ，3ヽ   

6  医用内視鏡   了56   3．もち   

7  医用X線CT装置   832   3．0！i   

8  家庭用マッサージ・治療浴用機器及び装置   614   2．9ち   

9  椅さつ（禁）・縫合用器械器具   600   2．8Ii   

10  磁気共鳴画像診断装置   546   2．6％   

m  診断用X繰装モ   522   2，5％   

12  超音波画像診断装置   518   之．5≠   

13  X線捷影用品   510   2．4％   

14  注射器具及び穿刑器具   482   Z．3％   

15  視力補正用眼鏡レンズ   485   2．2Ii   

16  生体機能制御装置   4Z6   之＿0％   

17  歯科用金属   4D2   1＿9％   

柑  生体物理現象検査用機器   300   1．4％   

19  臨床化学検査機器   287   1†ヰヽ   

20  外科・整形外科用手術材料   28之   し3も   

21  手術用t気機器及び開運装置   258   1．2％   

22  補聴器   Z54   1．Zも   

23  整形外科手術用器械器具   249   1★2ヽ   

24  診断用核医学装置及び関連装ま   Z↑7   l．2％   

25  診断用X線画像処理装置   240   1．1ヽ   

26  理学療法用器械器具   237   l．1†i   

27  診療施設用機械装置   217   l．0，i   

28  腹膜瀧流用機器及び関連器具   215   1．01   

29  主要構成ユニット   212   1．0％   

30  歯科合着、充填及び仮封材料   204   ト0ヽ   

淀：＊は治療関連機器  

（出典）厚生労働省「薬事工業生産動態統計年報l（平成17年）より作成  
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「薬事工業生産動態統計調査」は平成11年より医療機器の分類が変更さj■tた。整合性を  

とるため、ここでは、平成11年以降の市場規模の伸び率をみることにした。平成11年の市  

場規模を100とした場合の年次推移を示したものが次の図表である。  

二れによると、平成17年に市場規模が成長したのは「眼科用品及び関連製品」「絹製器  

具」「処置用機器」「生体機能補助・代行機器」である。「画像診断システム」は平成14年  

に縮小したものの、その後、平成15年には平成11年の市場規模に持ち直し、平成17年に  

増加している。「家庭用医療機器」の市場規模はほとんど変わらない。一方、「画像診断用  

Ⅹ線関連装置及び用具」「医用検休検査機器」「治療用又は手術用機器」「歯科用機器」の市  

場規模が大きく縮小している。  

図表3－8 医療機器の市場規模の推移  

単位 億円  

診断用核医学装置及び関連装置   ‖9  97  90  81  ‖8  209  247   
超音波画像診断装置   458  488  504  520  476  474  518   

磁気共鳴画像診断装置   433  381  452  284  389  412  546   

生体物理現象検査用機器   99  249  249  269  248  242  300   

生休電気現象検査用機器   252  173  181  239  169  165  150   

生体現象監視用機器   204  228  185  199  143  157  176   

生体検査用機器   217  184  182  183  187  177  170   

医用内視鏡   452  387  356  353  360  449  756   

＊注射器具及び穿刺器具   368  402  408  424  420  462  482   

＊チューブ及びカテーテル   1，673  l．615  2，035  1，930  2，083  2，064  1，876   

＊採血・輸血用、輸液用器具及び医薬品注入器   742  746  870  740  742  796  916   

＊生体内移植器具   1，980  2．040  1．898  1．929  2．355  2，468  2，623   

＝ト血液体外循環機器   1，214  1，288  1．380  1，402  1，267  1，333  l．188   

＊生体機能制御装置   471  423  421  375  499  488  42（∋   
＝き腹膜潜流用機器及び関連器具   344  360  353  312  226  257  215   

＊放射性同位元素治療装置及び治療用密封根源   16   15   8  12   10  14   

＊治療用粒子加速装置   90  82   87  219  94  72  89   

＊コンタクトレンズ   752  822  896  1．130  1，175  l，508  1，545   

＊家庭用マッサージ・治療浴用機器及び装置   534  509  448  529  537  541  614   

図表3－9 医療機器の市場規模（大分類）推移（Hll＝100とした場合）  

十画像診断システム  

†  画像診断用X絶間連装置及び  

具  
生体現象計測・監視システム   

寸モ医用検体検査機諸   

1仁処置用機器   

仁施設用機器   

十生体機能補助・代行機器   

・＝－－■ 治療用又は手術用機器   

→ 歯科用機器  

歯科材料   

－h－ 鋼製器具   

i 眼科用品及び関連製品  

衛生材料及び衛生用品  

家庭用医療機器   
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（注）★は治績関越描話芸  

し出町 厚生労働省薬事工業生成動態統計年縄（各年）よ－）作成  

Hll H12   H13   H14   日15   日16   H17  

（出典）厚生労働省「薬事工業生産動態統計年報」（各年）より作成  
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